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【研究ノート】

インド「工業停滞論争」ノート（１）

絵所秀紀

はじめに

第３次５か年計画終了後の1960年代中葉以降のインドにおいて，工業生

産成長率は著しく停滞した。この「停滞」の性格と原因をめぐってインド

研究者の間で，明示的にあるいは暗示的に，論争の形をとりながら数多く

のすぐれた説明仮説や実証研究が陸続と発表されている。「インドエ業停

滞論争」は，独立後インドの経済発展と経済政策の総体をどう評価するか

という大変に裾野の広い問題を背景に展開しており，この問題にどのよう

な「解答」を与えるかということは，今やインドの政策担当者や研究者に

とって避けて通ることのできない一つの試金石になっている。とくにイン

ディラ・ガンジー政権復帰以降徐々に形を整え，ラジーブ・ガンジー新政

権成立以降急速な展開を見せている「経済自由化」政策を長期的な視野か

ら評価するにあたって，「工業停滞論争」は避けて通ることのできない大

きな山塊である(1)。

論争の一端は，これまで絵所［1980]，石上［1984]，小島［1986］によ

ってわが国でも紹介されている。石上［1984］は視野の広いサーベイで主

要な議論をフォローしているが，議論の厳密さに欠けるところがある。一

方小島［1986］は「ブラジル・モデルのインド経済への妥当性」の実証を

試糸たすぐれた論稿であり，「工業停滞論争」の手際良い整理を付してい

るが，やや問題のとらえかたが狭いといううらゑが残る。また西口［1982］

第Ⅵ章および西口・浜口［1986］第２章は「60年代中葉以降の工業停滞」
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を正面からとりあげた力作で，それ目体一Illljlの「解答」を示すものである

が，インド国内の論争に対するコメントに欠け，抜けおとした問題に対し

ては語るところがない(2)。

本稿は，この論争の中から浮彫にされた様々な諸問題を，論争の論理に

耳を傾けるという形で紹介し，独立後インドの経済発展と経済政雛の歴史

的・構造的特質を把握する方法を探る糸口を見出すことを目的としている。

「工業停滞論争」はそれ自体現代インド経済研究のための最良のテキスト

と言ってよく，またインド人自身によるインド経済分析の特質と限界を相

対化する上で見逃すことのできない貴重な資料でもある(3)。

（１）６０年代中葉からの工業停滞の諸原因をめぐる主要な諸仮説は，大半が70年代

後半に集中して発表されている。その背景には食糧自給が達成され，外貨準備

が著しく増加したにもかかわらず工業生産が停滞しつづけているのは何故なの

かという問題意識が共通して見出せる。その後この論争は若干下火になるが，

８０年代に入って再度多くの論者の注目を集めるようになった。再検討を促す契

機となったのはインディラ復帰政権下での自由化政策の推進をどう評価するか

という問題意識であり，「工業停滞論争」は「経済自由化論争」の一環として

位置づけられるようになったといってよい（Varshney［1984]；Ahluwalia

［1985兆絵所［1987a］参照)。

（２）西口・浜口［1986］に対しては絵所［1987b］の書評を参照されたい。

（３）本研究ノートは絵所［1987a］の脚注の一つとして位置づけられるものであ

る。

1．問題の発見一ＫＮラージ

６０年代中葉からの工業停滞という問題を正面から見据えた最初の論稿は，

ラージの「インド工業発展の成長と停滞」（Raｊ［1976]）である。この論

文の関心は，「製造業部門に承られる膨大な生産能力の未利用と６０年代中

葉以降の工業産出高の急速な低下」という２つの「深刻な問題」にある。

ラージは，この２つの問題は相互に関連しあっているが，必ずしもそうだ

というわけではなく，工業産出高成長率が８～10％を達成していた1960～

64年にも生産能力の未利用は承られたとしながらも，いずれにせよ60年代
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中葉以降の工業産出高成長率の停滞によって，当然にも各５か年計画で設

定された目標成長率と達成された現実成長率とのギャップが一層拡大した

ことが問題であるとしている。つづいてラージは製造業の未利用生産能力

に関する各種の推計の結果と欠点を紹介したのち，問題はより包括的なあ

るいは正確な推計そのものにあるのではなく，製造業品需要を支配してい

る諸要因の分析にあるとし，需要要因の分析に論点を設定している。そし

てインドの民間消費需要は農業部門の動向に大きく左右される点を強調

し，緑の革命によっても農業産出高の全体的成長率は1965年に先立つ15年

間に達成された水準を越えることができなかった点を重視している。しか

しながら民間消費需要の一部は農業に基礎を置かない（すなわち農業投

入財に依存しない）ものであるとし，こうした「著侈」製品需要主導工

業発展パターン（いわゆる「ブラジル・モデル」の適用可能性の問題）を

検討し，インドではブラジル・モデルの「なしくずし的」導入がありうる

可能性であるとしている。

一方「なしくずし的ブラジル・モデル」に代替する政策の可能性は，工

業停滞傾向の諸原因を詳細に検討するなかから得られるとし，そのために

は農業問題を包括的に検討し，地域ごとの相違を認識することが必要であ

り，また農村のニーズに資する小規模工業により大きな注意を払う必要が

あるとしている。そして，こうした視点の含意はインドの経済発展にとっ

て政策決定の分権化および政治的調整の分権化が必要であるという点であ

るとしている。つづいてラージは1956／57年から1971／72年にかけての農

業生産指数を州別に検討し，成長率と変動の組永合わせによって各州を６

つのタイプに分類し，こうした州間格差の含意を２点にわたって詳細に検

討している。ひとつは，農業産出高の激しい変動は農産物価格の同様の変

動を伴うため農民の生産増大意欲を阻害しており，したがって農業生産変

動問題を農業成長問題から切り離すことはできないという点である。もう

ひとつは，農村社会の所得が変動すれば工業製品に対する購買力も大きく

変動し，これはとりわけ農村および準都市における小規模企業の成長に大
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ぎな影響を与え，また小規模企業のすゑやかな成長がなげれば大規模企業

における工業成長の影響も少数の人々に限定されるという点である。換言

すれば，小規模工業のすゑやかな成長の可能性があるところは農業産出高

の成長率が高くかつ変動の少ない地域（パンジャーブ，ハリヤナ，カルナ

タカ，タミル・ナドゥ，ケーララ）に限定されており，したがって必要な

施策はすべての地域において小規模企業をつうじて農業と工業とのリンケ

ージをより体系的につくりだしていくことであると結論づけている(2)。

ラージの議論はその後の工業停滞論争の中で折にふれ多くの論者によっ

て言及されることになった。彼の議論のインパクトは次の４点にまとめら

れるであろう。①ラージ論文は農業需要の停滞から工業停滞を説明する議

論の原型となった。の糸ならずラージ論文を契機にして，一方では農工間

の様々な関連が追及されるようになるとともに，他方では需要あるいは市

場問題が大きく注目されるようになった。②ラージの指摘する生産能力の

未利用の問題も資本／産出高比率の上昇あるいは低生産性の問題として多

くの論者の注目を集めるところとなった。③「ブラジル・モデル」のイン

ドへの適用可能性の問題は，一方では「経済自由化」政策の是非をめぐる

議論へと発展するとともに(3)，他方では工業成長に対する所得分配の影響

に対する興味を呼び起こした。④小規模工業の発展による工業と農業のリ

ンケージ問題が注目されるようになった(4)。このようにラージ論文は多様

かつ大きなインパクトをもたらすことになったが，それでいて彼の議論に

含まれる高度の政治的判断，すなわちプラニングと政治決定の分権化構想

に対しては意外にもこれといった大きな反響が見られない。

(1)ラージ論文以前にもインド統計研究所の「経済危機の構造的諸原因」（ISI

［1975]）があるが，このノートは，1974年９月にカルカッタで開催された経済

学者会議での討論を踏まえたもので，そこでの問題意識は1972年半ばから始ま

る「ハイパー・インフレーション」の特質と原因一インフレの「構造的決定

要因」－を探ることであり，必ずしも「工業停滞」という問題に焦点が定ま

っているわけではない。またバグチ（Bagchi［1970］［1975])，サウ（Sau

［1972］［1973,チャクラヴァルティ（Chakravarty［1974]）も長期的視野か
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らインド経済の停滞を論じているが，これらの論稿もまた60年代中葉からの工

業停滞という問題を正面から論じたものではない。が，言うまでもなくこれら

すべての議論が「工業停滞論争」の先駆的役割をはたしている。

(2)ラージのこの論理展開には飛躍がある。「農業産出高の成長が高くかつ変動

の少ない地域で小規模工業の発展が著しい」という事実認識からは，「したが

って小規模工業の発展が必要である」という結論はすぐには導き出されない。

論理的にありうべき政策提言はむしろ農業生産の安定的高成長を達成するため

の施策は何か，ということになるはずである。

(3)経済自由化をめぐる論争の一端は絵所［1987a］で検討した。

(4)例えばタヤブジーの議論（Tyabji［1980］［1984])。なお真実[1986]をも参

照。

2．最初の論争一スリニヴァサンとヴァイダャナタン

ラージ論文とならんで，「工業停滞論争」の先駆的な役割を果たしたも

のとしてスリニヴァサンーナラヤナ（Ｓ＝Ｎ）の包括的な論文を挙げなけ

ればなるまい（Srinivasan＆Narayana［1977])。「第３次計画以降の経

済パフォーマンスとその政策的含意」と題する彼らの論文は，６０年代中葉

以降の経済停滞の主要要因を公共部門の投資不足に求めるものであるが，

この考えも「工業停滞論争」の中で主流の一つを形づくることになる。一

方ヴァイダャナタンはＳ＝Ｎ論文に言及しつつ，ラージの問題提起を受け

継いだ形で経済成長に対する農業の役割を重視した論文を発表し，その後

スリニヴァサンとヴァイダャナタンとの間で論争がおこなわれることにな

った。

Ｓ＝Ｎ論文は「1966年が最近のインド経済・政治史の分水嶺」－第３次

５か年計画の終焉，ルピーの切り下げ，深刻なかんばつの２年目，第４次

５か年計画の延期と３年間におよぶいわゆる「年次計画」の開始一であっ

たことに注意を促し，最初の３つの５か年計画期とそれにつづく1965～７５

年期の経済トレンドを比較することはきわめて自然であると問題を設定し

た上で，以下の事実を検出している。

①実質粗投資のトレンド（1949年～1975年）をみると，1965～66年以
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降公共部門投資が著しく低下した。

②1965年以降の公共部門投資低下の原因としては，一般政府の貯蓄／

歳入比率の低下および純援助流入額の低下が考えられる。

③実質粗投資の業種別構成（(i)農業，（ii)鉱業・採石業・製造業・建設

業，（iiﾘ運輸・通信・貯蔵，（iv)電力・ガス・水道）を承ると，1965年以降公

共部門投資が大半を占める電力・ガス・水道部門のそれが著しく低下した。

④生産指数のトレンドから，投資の停滞が資本財生産部門のパフォー

マンスの悪化をよびおこしたことが検出される。

Ｓ＝Ｎは以上の議論から，停滞からの脱却の方策として，①公共部門投

資の力強い復活が必要であり，②それは純援助流入額の増大によってのみ

可能であるという結論を導きだしている。また公共部門の投資増大が必要

であるのは，インドでは民間部門投資の収益性は財政的刺激によるよりも

公共部門投資の力強い成長によってつくりだされる需要の伸びによって影

響されること大であるためであるとしている。最後にＳ＝Ｎは公共部門投

資の大幅増加は可能かどうかという点を検討し，次のような議論を展開し

ている。①長期的には公共部門貯蓄から公共投資をまかなうことはできな

い。したがって，②外国援助の増加が必要であるし，また赤字財政に依存

することが必要である。食糧穀物のストックと外貨のストックが増大して

いる現状では，赤字財政に依存してもインフレ圧力は極小である。また外

貨準備を使用するために輸入統制は自由化されるべきであり，とくに設備

輸入の自由化が拡大されるべきである。

ヴァイダャナタン（Vaidyanathanp977a]）は，Ｓ＝Ｎの議論に対し

て次のような疑問を投げかけた。Ｓ＝Ｎは食糧穀物ストックと外貨準備が

十分にある現状では，公共部門投資を大幅に増加するために赤字財政に依

存してもインフレの可能性は極小であると判断しているが，外貨準備はせ

いぜい６～７か月分の輸入額に相当するにすぎず，また食糧穀物ストック

も年間消費量の10％にすぎない。また投資の停滞が経済成長率に悪影響を

及ぼしたことは事実であるが，ＧＤＰに占める投資のシェアーは小さく，
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投資の停滞が経済成長全体の停滞の主原因あるでとは認めがたい。問題は

経済成長停滞の「長期的な阻害要因」は何かということである，と。

ヴァイダャナタンは「過去10年間の生産と投資の停滞の主原因は農業生

産の停滞である」という視点から議論を展開している。以下，主要点をま

とめておこう。

①６０年代中葉からの投資の停滞が全般的成長率に影響を与えたことは

疑問の余地がない。総実質投資成長率は1960～66年間の年平均８％からつ

ぎの６年間には２％にまで低落し，資本財および資本財生産のための投入

財に対する需要は著しく減退したに相違なく，これはまた資本財生産部門

と新規投資を制約することになったに相違ない。しかしＧＤＰに占める資

本財産業のシェアーはわずかなものであり，資本財産業の成長率低下が全

般的成長率減速の重要な要因とは思われない。

②６０年代には農業における固定投資が顕著に増大し，また経常投入財

（とくに肥料）吸収量も加速した。この時期はまた高収穫新種（ＨＹＶ）

によって象徴される長足の技術開発期でもあった。にもかかわらず60年代

の年間農業成長率は２．１％にすぎず，５０年代の３．３％を下回った。

③全般的成長の低下および製造業生産および投資の成長率低下の相当

の部分は農業成長率の低下に起因するものである。外貨不足によって農産

物輸入が制限されていたので，農産物不足は一定の重要な工業セクター

（食料，飲料，ルミコ，繊維）に対する原料の供給不足を意味した。これ

らの産業は60年代初期には製造業付加価値の半分以上を占めていた。

④農業成長率が目標を下回ったことは，製造業品に対する需要もまた

目標を下回ったことを意味する。この結果新規工業投資誘引は大きくそが

れることになった。

⑤農業成長率の停滞は貯蓄動員問題をもひきおこした。ひとつは実質

所得の成長したがって自発的民間貯蓄の成長を押し下げる影響をもったこ

とである。もうひとつはより重要な点であるが，基礎商品の不足による価

格上昇が公共部門の貯蓄増加を大きく制限したことである。
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⑥農業生産停滞の理由は３点ある。すなわち，（i)50年代と比較して６０

年代には耕作地増加率が大幅に低下したこと。（ii)灌慨の増加および肥料の

使用量が計画目標をかなり下回ったこと。（iii)投入財の生産性が期待をはる

かに下回ったこと。

⑦農業の低成長が持続するとすれば，第５次５か年計画の産出高およ

び投資の目標成長率は，輸出が大幅に伸長するか，あるいは非インフレ的

方法で高限界貯蓄率を達成する国家の能力が劇的に改善するか，どちらか

が必要である。

⑧しかしどちらの条件も満たされそうになく，したがって目標成長率

を達成できうる水準にまでひきさげ，この範囲内で平等と雇用という計画

目標を推進するためになしうることを追及すべきである。

⑨そのためには貧民の所得が平均成長率よりも高くなるような再分配

政策が重視されるべきである。再分配政策としては，（i)限界的農民および

土地無し労働者に有利になるような士地再配分政策（土地改革）による雇

用増加，（ii)小規模企業優遇策による雇用増加，（iii)財政的措置によって雇用

と生産性を上げる種々の反貧困プログラム（anti-povertyprogrammes）

があるが，第(iii)の方法が最も実効性が高い。

ヴァイダャナタン論文の主目的は第５次５か年計画で設定された目標成

長率が達成されがたいことを，とりわけ停滞的農業の現状から判断するこ

とにあったが，行論の中でインド経済の全般的停滞を投資の停滞によって

説明するＳ＝Ｎの議論の妥当性の限界を指摘することになった。この批判

にたいしてスリニヴァサンはただちに反応した（Srinivasan［1977])。

スリニヴァサンはまずヴァイダャナタンの議論の内容を次の４点に要約

している。すなわち，①年３％以上の農業成長率達成はありそうにない。

②製造業品（非農業ベース製品）輸出成長の増加はありえないことはない

が，そのためには現行の開発政策を大幅に変更しなければならないので望

ましくない。③①②を前提すると，全般的成長率を年４％以上に設定する

ことはインフレ的である。④成長率を４％とすれば，貧民の生活改善には
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大規模な反貧困プログラムが必要である。

つづいて以上の諸点について詳細なコメントを加えている。以下，主要

点だけを列挙しておこう。

①経済政策を変更することなく，1966年以降の経済停滞状態から抜け

出すことはできない。また輸出成長を増加させるだけでは経済成長率を引

きあげることはできない。インドのような大規模経済国では，韓国や台湾

で外国部門の果たした役割を期待することはできない。前稿で私が主張し

たことは，幸運にも食糧穀物と外貨準備がある現状では，短期的には公共

投資拡大政策が許容され，インフレの危険をともなうことなく長期的開発

戦略へのより勇敢なイニシアチブがとれるということであった。

②食糧穀物成長率が低落傾向をたどっているというヴァイダャナタン

の議論には根拠がない。1965／66年の前後で成長率を比較することは,｢緑

の革命」前と後の比較であって適切である。1965／66年および1966／67年

の「かつてない」かんばつを考慮に入れて，1976／77年までのデータをと

って比較すれば成長の低下は事実とはいえない。

③輸出が急速に拡大する可能性はある。しかしこの可能性は政策を変

更しないかぎり実現しない。また発展戦略がより内向的でなくなると，イ

ンドの「独立性」が喪失するというヴァイダャナタンの予測は正しくない。

これに対しヴァイダャナタンはまずスリニヴァサンによる批判点を，①

経済停滞の説明に関するもの，②農業成長率が目標水準を達成できないと

いう私の判断に対する疑問，③輸出主導工業化の可能性とその含意に関す

るあの卯④反貧困プログラムの役割の４点に整理し，それぞれに回答を寄

せている（Vaidyanathan［1977ｂ])。論理を追っていこう。

①スリニヴァサソの批判点は，（i)過去10年間食糧生産高成長率が低下

した，（ii)これがこの時期の全般的経済停滞を説明する主要因であるという

私の見解である。この点を検証するために,総実質産出高,穀物産出高，食

糧穀物産出高のトレンドを求めるべく２つの関数（LogＹ＝a＋bt，LogＹ

＝a＋bt＋ct2）をあてはめて，1949～75年および1949～64年，1967～75年
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を求めた。その結果，食糧穀物の場合成長率低落仮説は確証されなかった。

総穀物をとった場合もほぼ同様で，２期間の成長トレンドの差は統計的に

有意ではないが，1945～75年全体をとった回帰分析の結果は低落仮説を支

持している。ＧＮＰをとると低落仮説は1949～75年全体をとった回帰分析

によっては支持されないが，２期間の係数同質性テストによれば，２期間

の差は５％水準で統計的に有意であった。いずれにせよ統計的結果は両義

的であるが，スリニヴァサンが1966年以降全般的成長率がそれ以前の時期

よりも低下したと主張しうるほどには，総穀物産出高成長率も低下したと

主張することができる。

②過去10年間の食糧穀物あるいは農産物の成長率が低下したか否かと

いうことに関係なく，農業成長率がきわめて低く，目標を達成できなかっ

たという事実は残る。

③スリニヴァサンのもう一つの主要な批判点は，輸出指向開発戦略の

潜在的役割に関する私の判断についてである。彼は，インドの製造業品輸

出増大の規模を過小評価していると私を批判している。彼は輸出指向戦略

への傾斜それ自体ではインドの全般的成長の速度を早めるものとはならな

いとしているが，一方韓国・台湾の経験の妥当性に疑問をもつ者をはげし

くこきおろしている。しかし「自由化＝輸出促進」政策をとった他の国

（たとえばパキスタン）が何故うまくいかなかったのか説明する必要があ

る。また彼は問題の政治的側面を無視している。外国貿易政策・戦略が純

粋に経済的理由で提唱されるとすれば，それは愚の骨頂である。

以上のようなヴァイダャナタンの回答に対してスリニヴァサンはさらに

コメントを加えている（Srinivasan［1978])。

①ヴァイダャナタンは食糧穀物産出高の場合低落仮説はデータによっ

て支持されないこと，またＧＮＰではかった成長パフォーマンスも－統計

テストから承ると停滞していないことを認めている。しかし彼とちがって

私はＧＮＰ成長率が経済パフォーマンスの良好な指標だとは思わない。前

稿で私が注意深くＧＮＰについての議論を避けたのはこのためである。私
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が停滞といっているのは投資の成長についてであり，また工業成長とイン

フラ成長の若干の構成要因についてである。また私は「全穀物」の成長パ

フォーマンスが工業と投資の停滞に大きな意味をもっていないとは論じて

いない。一方，消費の大部分が直接・間接に穀物生産から生じているので，

ヴァイダャナタンはこの点に大きな意味を付している。事実としてはそう

かもしれないが，その重要性に関しては議論の余地がある。というのも産

出高の大きな部分は市場に入ることなくあるいは加工されることなく農家

で消費されてしまい，またインド経済は閉鎖経済ではないからである。

②政策的＝制度的フレームワークを変更することによって，農業成長

率を上昇させることは可能である。この点に関しては彼と私の意見はまっ

たく異なっている。

③輸出パフォーマンスの改善は全般的経済成長に資するものであるが，

とくに工業成長に対して最大のインパクトを与えるものである。ヴァイダ

ャナタンが言うように，私は韓国・台湾・香港の経験が「市場価格政策

(rightpricingpolicy)」によって十全に説明されうるなどと言った覚え

はない。たとえば韓国は過度の資本深化を避け比較優位を追及した。台湾

も労働力不足が明らかになる60年代後半にいたるまで同様であった。また

台湾では大量の都市・農村間移動を避け，工業を分散させることによって

高価なインフラ部門への都市投資を避けた。またヴァイダャナタンは「自

由化＝輸出指向」政策の失敗例としてパキスタンをあげているが，私はパ

キスタンの政策はインドよりは自由であるがインドに似たものとしてとら

えており，その目的は輸入代替であり，インド同様高コストエ業化に帰結

したものとして理解している。また彼の指摘するように，国家というもの

は外国貿易を含んだ国際関係の中でナショナル・インタレストを追及する

ものだと言うだけでは陳腐である。より興味のあるより困難な作業はどこ

にナショナル．インタレストがあるのかという点を確定することである。

より開放的な開発戦略によって政治・経済面での外国の影響の増大を恐れ

るのは国民的自信の欠如の反映である。
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3．論点の整理(1)：公共投資停滞仮説

以上Ｓ＝Ｎ論文にはじまるスリニヴァサンとヴァイダャナタンの論争を

紹介してきたが，ふられるように多様な論点が含まれている。全体として

はスリニヴァサンの批判のほうに軍配があがり，ヴァイダャナタンの農業

停滞論は実証によって確証されなかったという印象であるが，その後の実

証研究の成果を眺めつつ，ここでもう一度論点を整理し検討しておきたい。

Ｓ＝Ｎの議論は「公共部門投資の成長率低下→資本財生産部門の成長率

低下」を実証したもので，また70年代後半からの外貨準備と食糧穀物スト

ックの増大という事実を背景に，財政赤字への依存と援助の増大によって

停滞からの脱却を図ろうとするものであり，また資本財輸入の自由化をも

提唱したものである。

この議論の諸要素のうち，公共部門投資の成長率低下に「停滞」の原因

を求めるというアイデアはシェティによって継承され（Shetty［1978,,

60年代中葉以降のインド経済の「構造的後退」の主要因として位置付けら

れることになる(1)。シェティの議論はＳ＝Ｎの実証のフレームワークを大

きくふくらましたもので，投資・生産・分配・雇用・消費諸構造における

歪永の進展一生産的部門から非生産的部門への資源のシフトーという

｢構造的後退」の構図の起点に「公共部門の役割の低下＝公共投資の停滞」

という事実を埋め込むものである。この発想はインド資本主義の「全般的

停滞」論あるいは「経済危機」論をとなえるマルクス主義者の説を補強す

る役割を果たしたといえよう。シェティ論文は，経済自由化政策に反対し

公共部門の役割の再強化を支持するインド・マルクス主義者にとって，格

好のすぐれた実証研究として位置づけられることになった。マルクス主義

者の中では，パトナイクーラオの諸研究の中に公共部門の投資停滞が民間

部門の投資停滞をよびおこすという，理論仮説としては最も完成度の高い

モデルを見出すことができる（Patnaik＆Ｒａｏ［1977兆Patnaik［1981])。

ペトナイクーラオ仮説は，「60年代中葉以降の経済危機→公共投資の停
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滞→国家財政の危機→インド資本主義発展過程の内的矛盾」へと停滞の原

因の糸をたどるものである。彼らの「インド資本主義の内的矛盾」論とは，

①独立後インド資本主義の発展は大規模な土地集中構造を解体することな

く促進されたので，農業成長が制約ざれ工業製品のための国内市場が十分

に拡大しなかった，②そのためこうした市場制約を克服するために大規模

な国家投資が不可欠となった，③しかしインドの国家権力はブルジョアジ

ーと地主の階級同盟に基礎を置いているので，国家は資本主義促進のため

に大規模支出を実行したが，一方資本家・地主（民間部門）は経済余剰の

一部を税収という形で国家に返そうとせず，公共投資は赤字財政，間接税，

援助に依存せざるをえなかった，④この結果インフレーションが生じ，資

本家．地主（民間部門）の経済余剰シェアーはますます増大した。⑤一方

公共投資が停滞しまた労働者・低所得者層の消費が削減され，ここに経済

危機が生じた，というものである。

一方Ｓ＝Ｎの公共投資停滞仮説の限界に対するヴァイダャナタンのコ

メントー「投資の停滞が経済全体の停滞の主原因であるとは認めがた

い」－も多くの論者の認めるところとなり，その後の実証によってもこ

の仮説は完全には支持されがたいことが明らかになった。ナイヤールはパ

トナイクーラオのモデルに対して，以下の２点を指摘している（Nayyar

[1978])。①民間部門が増大する資金を生産的に投資できなかった原因を

公共投資の停滞だけに帰することはできない。民間投資の収益性はとりわ

け消費支出パターンおよび国内需要に大きく左右される。②たとえ公共投

資の増大が可能であったとしても，それだけでは工業成長を軌道に乗せる

ことはできない。工業化の初期段階（60年代中葉にいたるまで）では公共

投資は基礎産業に向けられ吐け口の問題はなかったが，現在では公共投資

可能な工業部門には限りがある。すなわち資本財および中間財産業にはす

でにかなりの過剰生産能力があり，最終消費財需要の成長がなければこう

した過剰生産能力を吸収することはできなくなっている。

ナイヤールのコメントはＳ＝Ｎおよびシェティの議論に対しても妥当す
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るしのである。またランガラジャンはより詳細にこれらの仮説を検討して

いる（Rangarajan［1982])。彼は公共投資停滞の影響を，①供給サイド

（インフラ不足，とくに電力不足）から承るものと(2)，②需要サイドから

ふるものにわけ，また需要サイドを強調する議論を，、公共投資の停滞に

よって資本財産業の成長率低下を強調する議論（Ｓ＝Ｎ）と，⑥公共投資

第１表工業生産成長率の動向（％）

全産業｜基礎財産業｜資本財産業｜消費財産業年

1961 

1962 

1963 

1964 

1965 

18.0 

29.6 

11.1 

17.7 

22.0 

２
７
３
６
２
 

●
●
●
●
●
 

９
９
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８
９
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２
８
６
 

●
●
●
●
●
 

２
３
４
３
８
 

１
１
１
 

６
３
２
４
５
 

●
●
●
●
●
 

６
１
２
７
７
 

平均

１９６６ 

１９６７ 

１９６８ 

１９６９ 

１９７０ 

9.0 19.7 5.0 10.5 
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２
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５
２
０
８
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１
 

－１３．９ 

－２．３ 

３．４ 

１．７ 

４．９ 

２．９ 

－４．３ 

４．９ 

１０．２ 

６．４ 

平均 3.7 1.4 4.0 6.2 

1971 

1972 

1973 

1974 

1975 

２
７
６
０
７
 

●
●
●
●
●
 

４
５
１
２
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８．０ 
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１
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１０．０ 

－２．２ 

０．４ 

平均 4.8 5.1 5.2 4.9 

出所：Rangarajan［1982］
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第２表粗固定投資成長率（％）
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出所：Rangarajan［1982］
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と民間投資の補完性を強調し，前者の後者に対する「誘発効果」を重視す

る議論（パトナイクーラオ）とに整理している。そして投資停滞仮説は

1966年から1972年にかけての時期には妥当するが，これ以降の時期には妥

当しないとしている。すなわち，1971／72年以降公共投資は増大しはじめ

1977／78年に至るまでの年間成長率は８％になったが，それにもかかわら

ず民間投資は年間4.5％にとどまり，また粗固定資本形成成長率は年間６％

を達成したにもかかわらず，工業成長率は依然として低成長のままであっ

たという事実を析出している（第１表および第２表参照)。

（１）シェティ論文は絵所［1980］で検討した。

（２）公共投資停滞の供給サイドの影響は，とりわけアフルワリアによって強調さ

れている（Ahluwalia［1985］Ｃｈ５)。

４論点の整理(2)：農業停滞仮説

スリニヴァサンとヴァイダャナタンとの論争におけるもうひとつの大き

な争点は，農業成長の停滞が工業停滞の主原因であるか否かという点であ

った。ヴァイダャナタンは工業パフォーマンスに対する農業パフォーマン

ス停滞の影響を検討するにあたって，①工業生産のための農産物原料の不

足，②工業製品に対する（農村の）需要不足，③（農家の）実質所得低下

および基礎商品価格上昇による貯蓄不足という３つのルートをあげている。

①はラージの指摘を受け継いだものである。ところでスリニヴァサンとヴ

ァイダャナタソとの論争の中で，1960年代中葉を境にする前後（あるいは
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「緑の革命」前後）の期間を比較すると食糧穀物生産量には低落傾向が見

られず，また総穀物生産量にもはっきりとした低落傾向は検出されなかっ

たことが明らかになり，ヴァイダャナタンの議論は「過去１０年間の食糧穀

物あるいは農産物の成長率が低下したか否かということに関係なく，農業

成長率がきわめて低く，目標を達成できなかったという事実は残る」とい

う地点にまで後退してしまった。

ここで今一度農工間の諸関係によって工業停滞を説明する主要な議論を

検討し，その後の実証の成果をみておこう。第１は供給サイドの院路を強

調するもので，この中には(a)工業部門への賃金財（食料）制約を重視する

議論，（b)工業用農産物原料の不足を強調する議論がある。第２は需要サイ

ドの陰路を強調するもので，このに'.には(c）「農業生産の停滞→農家所得の

停滞→消費財需要の停滞」を重視する議論の他に，（｡)農工間交易条件を重

視し，農業製品価格上昇率が製造業価格上昇率よりも高く，このために工

業生産が低下したとする議論，（e）「農業パフォーマンスの悪化→家計・政

府・法人諸部門における貯蓄・投資水準の低下→資本財需要の低下」を重

視する議論が含まれる。

工業停滞の原因として農業パフォーマンスに注目することは，国民所得

の45％が農業によるものであることを考えればごく自然な発想であろう。

上記の諸議論のうち交易条件への注目はミトラによって提唱されたもので

ある（Mitra［1977])。ミトラ仮説は，地主の政治的圧力によってインド

国内の農工間交易条件は一貫して農業に有利になるように動き，したがっ

て農業生産性が上昇しても工業成長率は上昇せず，６０年代中葉以降の工業

停滞の原因はこのような農業に有利になるような相対価格操作に見出せる

というものである。ミトラ仮説に対しては多くの批判がよせられた。現在

では，第３表から読糸取れるように，交易条件の農業有利化を工業停滞の

主原因とする仮説はもはや実証によって支持されないことが明らかになっ

ている（Thamarajakshil977mTyagi［1979]；Kahlon＆Tyagi[1983］；

Desai［1981］；Rangarajan［1982］；Ahluwalia［1985])(1)。
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第３表農業と非農業間の交易条件（1960/61～1982/83）

（1970/71＝100） 

食糧穀物卸売価格

／ 

製造業品卸売価格

ImplicitPrice 

Deflators： 

農業／非農業

Kahlon＆ 

Tyagi 

推計

Thamarajakshi 

推計
年

1960/61 

1961/62 

1962/63 

1963/64 

1964/65 

1965/66 

1966/67 

1967/68 

1968/69 

1969/70 

1970/71 

1971/72 

1972/73 

1973/74 

1974/75 

1975/76 

1976/77 

1977/78 

1978/79 

1979/80 

1980/81 

1981/82 

1982/8３ 

９
４
２
９
６
３
０
１
７
２
０
４
０
７
０
７
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４
５
 

●
■
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
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●
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８
１
６
１
７
５
６
５
４
７
１
 

８
８
８
８
０
０
０
１
０
０
０
９
９
０
１
０
８
９
９
８
８
８
９
 

１
１
１
１
１
１
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１
１
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６
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９
９
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０
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２
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１
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●
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出所：Ahluwalian985］ｐ､４５

次に，農工間の投入産出関係をとりあげたランガラジャンの実証を紹介

しておこう。彼は，1968／69年を例にとって，農業および農業関連活動産

出物の総付加価値は197.2億ルピーであり，こうした活動のために使用さ

れた投入財の総価値は484.0億ルピーであったが，このうち357.1億ルピー

が農業および農業関連活動それ自体からまかなわれたものであり，したが

って工業およびサービス部門からの投入財の価値は126.9億ルピー（すな
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わち農業および農業関連部門の総付ｶﾛ価値の６．４％）にすぎず，－万農業

および農業関連部門から他部門への投入財としてのフローも248.9億ルピ

ー（農業および農業関連部門の総付加価値のほぼ13％）にぎなかったこと

に注意をうながしている。そして，農業の最終需要が１ルピー増加した時

の製造業産出高の増加額は0.09ルピー，サービス業のそれは0.02ルピーで

あり，一方製造業品の最終需要が１ルピー増加した時の農業産出高の増加

額は0.26ルピーであることを示し，工業の農業依存度のほうが農業の工業

依存度よりも大きいが，両部門の投入一産出関係はそれほど緊密なしので

はないと結論している。

最後に農業生産成長率のトレンドは停滞したのかという点を今一度みて

おこう。ランガラジャンはこの問題の検討を避けているが，農業生産の変

動は１年のラグを伴って消費財産業生産に影響を与えているように思われ

るとしている。一方アフルワリアは農業生産成長率が低下したか否かとい

う問題は比較時点をどう設定するかに大きく左右されるとしたうえで，い

くつかの時期に分け，また1982／83年までデータをのばして，半対数回帰

による推計結果を示している（第４表)。そして６０年代中葉以降食糧穀物

第４表農業生産と農業付加価値の加重成長率：1950/51～1982/８３

（年％）

期間Ｌ生産指数 ｜農業
食糧穀物(1)｜換金作物｜全穀物｜付加価値(2)

1950/51～1964/65 

1967/68～1982/83 

1956/57～1964/65 

1967/68～1982/83 

1959/60～1964/65 

1867/68～1979/80 

1959/60～1979/8０ 

2.4 

２．２(3) 

2.3 

２．２(3) 
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２．３(3) 

2.3 
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注：(1)第２欄および第４欄は1967/68年～1983/84年。

（２）1970/71年価格。

（３）前期と比較して統計的に有意な差はふられない。

出所：Ahluwalia［1985］Ｐ３８
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生産成長率だけでなく全農業生産成長率も低下しなかったこと，しかし全

期間をつうじて農業生産成長率は緩'慢で，農業付加価値の年間成長率は

2.3％にすぎず，この間の農村人口成長率は１．７％であったので’一人当

り農業所得増加率はとるにたらないものであったとの結論を導きだしてい

る。

かくして農業停滞によって工業停滞を説明しようとする仮説も，公共部

門投資の停滞によって工業停滞を説明しようとする仮説同様，６０年代中葉

以降の停滞の説明としては十分な実証的基礎が得られず，その妥当性はい

ずれも部分的なものにとどまっている。

（１）ミトラ仮説については石上［1984］をも参照。
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